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１. 国家的施策 
（１）経産省 
 経済産業省は、商業用水素発電所の実用化に向け、企

業支援に乗り出す。先ず水素の海外調達などの取り組み

にかかる費用の２/３まで補助する制度を創設。来年度予

算案に２０億円を盛り込んだ。今後は水素発電の実証設

備や安全規制などの整備を進める考えだ。2030年以降、

水素による電気が家庭にとどく環境を整える。工場など

が自家発電で水素を使うケースはあるが、商業用の大型

水素発電所はまだない。経産省は昨年１０月、実用化に

向けた有識者会議を立ち上げた。今年度に水素発電の導

入に向けた経済面や制度面の課題を整理し、政策に生か

す。実現には、水素の流通量が少ないことが課題。経産

省によると、今は２０円/m3～３０円/m3台後半を中心に

取引され、市場への流通量は年間３億m3程度。１００

万kW級の水素発電所１基で年間約２４億m3の水素が

必要とみられ、国内調達だけでは水素が足りない。（日本

経済新聞１５年１月２９日） 
（２）内閣府 
 2020年東京五輪・パラリンピックで活用する最先端の

科学技術のあり方を検討していた内閣府の作業部会は２

月２日、実施計画を正式に決定した。競技会場には、ど

んな角度からでも立体的に見える映像を空中に投影する

技術や、歩行を助ける装着型ロボット、多言語対応の案

内ロボットを投入。会場間を結ぶ新型の自動運転バスを

開発し、環境に優しいＦＣＶも多用する。今月中にも総

合科学技術・イノベーション会議に報告し、国の施策と

して始動。総務省など関係省庁が具体策をまとめ、研究

機関や民間企業が技術を開発する。（産経新聞１５年２月

３日） 
 

２. 地方自治体による施策 
（１）東京都 
 東京都は2015年度予算案で、エネルギー関係として、

スマートエネルギー都市の構築に８３億円を計上した。

又水素エネルギーの利用拡大では、１２億円を盛り込ん

だ。水素ステーションの都内設置目標を２０年末に３５ 
か所、２５年末に８０か所と設定しており、早期整備に 
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向けた支援を行う。水素関連では、１４年度補正予算と

１５年度予算で基金を創設。４００億円を積み立て、Ｆ

ＣＶの導入、水素ステーションの整備に充てる。（電気新

聞１５年１月２０日、日刊建設工業新聞１月２９日） 
 東京都はこのほど、第６回「水素社会の実現に向けた

東京戦略会議」を開き、同会議の１４年度報告案を取り

まとめた。五輪での活用に向けた環境整備や、東京にお

ける水素社会の将来像を提案。低炭素都市や災害時にお

ける事業の維持、安価で安定的なエネルギー供給を目標

としてあげた。（日刊建設産業新聞１５年２月３日） 
（２）横浜市 
 横浜市は２月中にも下水汚泥処理で発生するバイオガ

スを活用し、電気や熱、水素を生み出すための研究会を

東京ガス、三菱日立パワーシステムズとともに立ち上げ

る。下水バイオガスから生まれたエネルギーをＦＣＶや

ＥＶに供給していく地産地消のシステム構築を見据える。

今後、多様な企業に参画を呼びかけ、2020年東京五輪に

向けて実用化を目指している。市は１３年度から、北部

センターで東京ガスとともに下水バイオガスからメタン

を抽出し、高濃度化する共同研究を始めた。これまで下

水バイオガスは約６０％のメタン、約４０％のＣＯ２の

構成比率だったが、分離膜でＣＯ２を除去、高濃度のメ

タンの抽出に成功。都市ガスと同程度の熱量が得られる

ようになったという。一方三菱日立パワーシステムズは、

世界最高効率の業務用ＦＣの開発に取り組んでいる。下

水バイオガスから精製した高濃度メタンを新型のＦＣの

燃料として電気や熱のほか、水素の生成につなげていく。

（神奈川新聞１５年１月２６日、日刊建設工業新聞１月

２８日、日刊工業新聞２月２日、日本経済新聞２月１５

日） 
（３）京都府 
 京都府は１５年度中にトヨタ自動車の“ミライ”を３

台購入し、貸し出しを始める。市民や観光客から使用す

る日時の予約をインターネットで受け付け、半日など時

間で区切って貸し出す。料金は現在詰めている。市内で

開催される祭りやイベントの先導車、展示車、防災訓練

での非常用電源としての活用も検討している。水素ステ

ーションの誘致も進める。（日本経済新聞１５年１月３０

―商業用移動式水素ステーションの運用― 
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日） 
（４）大阪府 
 大阪府は１月２９日、トヨタ自動車など自動車メーカ

ー、関西電力などエネルギー供給事業者、大阪府立大学

などとつくる「おおさかＦＣＶ推進会議」で水素ステー

ションの整備計画を発表した。府内の交通量などを踏ま

え、１５～１７年度に大阪市内、大阪国際空港周辺、名

神高速の吹田ジャンクション（JCT）や阪和自動車道の

美原JCT周辺など合計９か所に設ける目標を盛り込ん

だ。府によると、近畿６府県の水素ステーションは大阪

府茨木市、泉佐野市、兵庫県尼崎市、滋賀県大津市（計

画中）の４か所しかないという。府の中心部に少ないた

め、府は１５年度の予算要求に大阪市城東区森之宮に府

内３番目のステーションを建設し、民間事業者に運営し

てもらう事業費７２１６万円を盛り込んだ。水素エネル

ギーの情報を発信する拠点も併設する構想だ。（朝日新聞

１５年１月２７日、読売、日本経済新聞１月３０日、日

刊工業、日刊自動車新聞２月３日） 
（５）兵庫県 
 兵庫県では神戸市と尼崎市が今春から公用車にミライ

を導入する。公務に使うほかイベントでの展示など啓発

にも活用する。神戸市は１５年度は水素ステーションも

市内に整備し、事業者向けにＦＣＶの購入補助も始める。

購入補助については同市の「次世代自動車普及促進補助

制度」の対象にＦＣＶを追加する。尼崎市も営業用など、

市内企業向けにＦＣＶの購入費の一部を補助することを

検討している。（日本経済新聞１５年１月３０日） 
 
３．ＦＣ要素技術開発と事業展開 
（１）マックスプランク化学エネルギー変換研 
 水素を分解して電気エネルギーを生むＦＣの材料とし

て応用が期待される酵素「ヒドロゲナーゼ」が水素を分

解する様子を、ドイツ・マックスプランク化学エネルギ

ー変換研究所の日本人研究者らのチームがデータ解析に

より初めて突き止めた。ヒドロゲナーゼは主に微生物が

持ち、水素の分解と合成を触媒するタンパク質である。

実用化のため、人工的に作るには水素分解の詳しい仕組

みを明らかにする必要がある。チームの西川氏（現兵庫

県立大特任教授）は、「ヒドロゲナーゼは効率よく水素を

分解できるため、安価な人工触媒の開発に役立ちそうだ」

と説明する。チームは、酸素のない状態で、高純度のヒ

ドロゲナーゼの結晶を作製。ドイツの放射光施設エック

ス線を利用して立体構造を調べ、データを解析すること

で、水素分子がプラスとマイナスのイオンに分かれる様

子を突き止めた。（産経新聞１５年１月２７日、日刊工業

新聞１月２９日、読売新聞２月１日） 
  

（２）ニチアス 
ニチアスは、加工性やハンドリング性に優れる高温領

域向けの無機系断熱材“ロスリム ボード”を拡販する。

超低熱伝導特性があり、強度を大幅に高めている。複雑

形状の加工にも耐える断熱材として、小型化の進む家庭

用ＦＣへの採用が広がっている。セラミックの焼結およ

び鋼板の焼鈍などに用いられる工業炉や、既存工場で空

きスペースに乏しい部位の安全性を高める断熱改修など

も狙う。（化学工業日報１５年２月６日） 
（１） 戸田工業 
 戸田工業はＦＣ用触媒の生産能力を従来比８倍に増強

する。都市ガスから水素だけを取り出す改質触媒はルテ

ニウムが一般的だが、同社はニッケルで同等の性能を引

き出せる製品を販売中。ＦＣメーカーのコスト削減要求

に応えるため増産体制を構築し、コスト半減を目指す。

（化学工業日報１５年２月６日） 
 
４．水素インフラ関連要素技術開発と事業展開 
（１）千代田化工 
 千代田化工建設は中東などで天然ガスを産出する際、

水素とＣＯ２を分離する技術の実証実験に１８年までに

入り、２年程度で実用化する。水素を作る過程でできる

ＣＯ２は油田に注入して原油生産を増やす用途に売却で

きるため、その収入も生かして水素の生産コストを下げ

る。同社は水素をトルエンと反応させて液化し、常温・

常圧で大量輸送する技術を持つ。水素の調達ルートを多

様化し、安定的に供給することで価格引き下げにつなげ

る。（日本経済新聞１５年１月２７日） 
（２）川崎重工 
 川崎重工業は褐炭と呼ぶ低品位の石炭をガス化して水

素を取り出すプラントの開発でＪパワーと協議する。石

炭を効率的にガス化して発電燃料にするＪパワーの技術

と、川崎重工のプラント設計力を組み合わせる。現在、

事業化に向けた調査に入っており、１６年にも開発を始

める。オーストラリアに豊富にある褐炭の利用を想定。

通常の石炭に比べ大幅に安い価格で買える褐炭から作っ

た水素を日本に持ち込む計画である。国内の水素供給能

力は年間３６０億 m3。鉄鋼や化学製品の製造工程で副

産物として水素を産出するほか、石油や天然ガスなどか

ら取り出して作る。現在、水素は製鉄所や石油化学プラ

ント内で燃料として消費されることが多い。しかし、Ｆ

ＣＶの普及が本格化すれば、２０年頃には水素が不足す

ると見られている。プラント大手は水素の安定供給とと

もに、政府が目指すハイブリッド車並みの燃料費実現に

向け、卸価格で現在の半分の３０円/m3 程度の実現につ

なげる。（日本経済新聞１５年１月２７日） 
 川崎重工業は４月から明石工場で水素発電所の運転を
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始める。明石工場内に電力を供給する出力１７００kW
級小型ガスタービンに水素ガスを混焼する改造工事を施

す。同ガスタービンの営業活動も開始。水素ステーショ

ン向けなどを想定し、ＦＣＶの燃料供給インフラ整備と

ともに普及を狙う。同ガスタービンを１年使うにはＦＣ

Ｖ数千台分の燃料が必要になる見込み。水素需要量が広

がることで、水素価格の低下にもつながりそうだ。（日刊

工業新聞１５年２月２日） 
（３）大ガス 
 大阪ガスは、ＬＰＧを燃料とする水素製造装置“ハイ

サーブ-３００Ｐ”を発売した。都市ガスを燃料に使えな

い地域に建設する水素ステーションや、金属熱処理・ガ

ラス加工・電子部品の製造用水素に適する。ＦＣＶには

６台/時間に水素を充填できる。ＬＰＧを触媒で水素に改

質するエネルギー変換効率は７５.６％で、業界トップク

ラス。サイズは高さ３.８m、幅７.５m、奥行き３.０m。

価格は２億円弱（消費税抜き）（日刊工業新聞１５年２月

２日） 
（４）オリオン機械 
 産業機械製造のオリオン機械（長野県）は冷却機の小

型化に挑んでいる。産業機械の温度を一定に保つ冷却設

備の設計・製造技術を生かす。開発にあたっては信州大

学などと組み、冷却機内部の形状や接合方法を見直す。

従来方式に比べて容積は最大１/１００になる見通しで、

生産コストも１/３程度にできるという。2016年度の製

品化を目指す。（日本経済新聞１５年２月２日） 
（５）山王 
 ジャスダック上場の表面処理メーカー、山王（横浜市）

は東京工業大学や産業技術総合研究所と連携、純度の高

い水素を取り出すために必要な透過膜を現在の数十分の

１の価格にできる技術の開発に取り組む。水素透過膜は

セラミックとパラジウムで作るのが一般的だが、山王は

貴金属の表面処理で培った薄膜製造技術を活用、セラミ

ックを多孔質なニッケルに置き換えることなどで、５０

μm程度だった透過膜の厚さを数μmまで薄くするこ

とを目指す。高価なパラジウムのような材料の使用量を

減らせるため、価格を大幅に下げることができるという。

３年以内の実用化を目標にしている。（日本経済新聞１５

年２月２日） 
（６）三菱化工機 
 プラントメーカーの三菱化工機は福岡市の中部水処理

センターで水素スタンドを稼働する。汚泥の発酵で発生

したバイオガスを改質し、１日にＦＣＶ６０台分、３３

００m3の水素を製造する。製造原価は８０円/m3程度と、

ＨＶ車の燃料代と遜色ない価格設定が可能とみている。

実績を基に、同社の小型水素製造設備をスタンド運営会

社に拡販していく。（日本経済新聞１５年２月１５日） 

（７）メタウォーター 
 水処理大手のメタウォーターは下水処理場へのＦＣ導

入を進める。現在は国内５か所の処理場にＦＣを置き、

バイオガスを改質した水素を使って１５００kWの発電

を行っている。2015年末までに８か所に増やし、発電電

力を２７００kWに高める。汚泥からつくった水素を燃

料に発電するシステムを導入すれば、自治体など処理場

の運営事業者は電力の自給や売電が可能になる。バイオ

ガスを燃やしタービンで発電するより、ＦＣの方が発電

効率が高い。（日本経済新聞１５年２月１５日） 
（８）三井住友ＦＧ 
 三井住友フィナンシャルグループ（FG）は水素の関連

事業に本格参入する。移動式の水素充填設備（水素ステ

ーション）のリースを始めるほか、水素ビジネスの研究

開発や設備投資向けの低利融資も手掛ける。ＦＣＶの普

及を金融面で支援し、将来の収益機会を得る考えだ。三

井住友ファイナンス＆リースは３月末から移動式の水素

ステーションのリースを始める。第一弾として、岩谷産

業と太陽日酸から合計５台の設備を買い取り、岩谷、太

陽、豊田通商の３社が共同出資する水素ステーションの

運営会社に８年間リースする。水素ステーションでの支

払いには三井住友カードなどのスマートフォン決済の導

入を検討する。又三井住友銀行は水素ビジネス向けの低

利融資を取り扱う。貸し出しを増やす金融機関に低利資

金を供給する日銀の貸出支援制度を活用し、一件当たり

３億円以上を条件に貸し出す。水素関連の研究開発や設

備投資のほか、運転資金にも使えるようにする。第１号

案件として３月に水素発電設備に数十億円を融資する。

（日本経済新聞１５年２月１６日） 
 
５．エネファーム事業展開 

（１）大ガス 

 大阪ガスは１月２１日、ＮＴＴ西日本が販売するセッ

トトップボックス「光 BOX+」を使い、テレビ画面でエネ

ファームの操作や情報閲覧ができるようになる専用アプ

リ“エネファームアプリ”を提供すると発表した。テレ

ビとの接続によりインターネット上のコンテンツ利用を

実現する「光BOX+」のホーム画面から専用アプリをダウ

ンロードし、エネファームリモコンと接続設定すること

で利用できるようになる。アプリの利用は無料。（電気

新聞、フジサンケイビジネスアイ１５年１月２２日） 

（２）東ガス 
 東京ガスは１月２８日、自社供給エリアの東京都や神

奈川、千葉、埼玉県内で三井不動産レジデンシャルが展

開する分譲済みの戸建て住宅“ファインコート”の１万

５１１０戸を対象に、エネファームへの更新を目指すと

発表した。同社は 2014 年３月に新築のファインコート
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全戸にエネファームを標準採用することで合意。現時点

で計画中も含め、新築向けは７６３戸の採用が決まって

いる。東ガスが提供する戸建て用エネファームは１４年

１月に発売、出力は２００～７００Wで、総合エネルギ

ー効率は８５.８％（HHV）を実現する。火力発電所か

らの電気と都市ガス給湯機を使う場合に比べて、年間光

熱費が約５万～６万円節約できる。（電気新聞１５年１月

２９日） 
 東京ガスとパナソニックは２月４日、エネファームの

新製品を開発したと発表した。発電効率など基本性能は

変えず、部品や希少金属を減らして現行モデルより価格

を約１５％（３０万円）引き下げた。４月１日に税別１

６０万円で発売し、東ガス管内で初年度１万７５００台

の販売を目指す。又分割しておけるタイプも用意し、敷

地の制約で導入が難しかった住宅への普及を狙う。これ

まではオプションだった、停電時に運転を続ける機能を

内蔵したタイプも同１６７万円で販売する。国の補助金

を使うと工事費も含めた消費者の実質負担は１００万円

程度になる見込み。（日刊工業新聞１５年２月４日、毎日、

日本経済新聞２月５日） 
（３）東邦ガス 
 東邦ガスは、パナソニック製エネファームの新製品を

４月１日から発売すると２月４日に発表した。現行機種

に比べ必要な設置スペースを３割削減し、敷地スペース

に制約のある住宅でも設置しやすくした。部品点数の削

減、材料見直しなどのコストダウンにより、希望小売価

格を２割程度安価な１６６万円（税別。設置工事費別）

とした。発電出力は２００～７００W、定格総合効率は

９５％（LHV）。貯蔵タンク容量は１４０L。現行機種で

は別置きにしていたバックアップ給湯器を貯湯ユニット

に内蔵し一体化したことで、外観がすっきりしたほか、

設置性に加えデザイン性も向上した。（電気新聞１５年２

月６日） 
 
６．ＦＣＶ＆ＥＶ最前線 
（１）比亜迪  
比亜迪（ＢＹＤ、中国自動車大手）は１月２１日、新

型のＰＨＶ“唐”を発売した。多目的スポー車（SUV）
で、価格は３０万元（約５７０万円）。ガソリン２Lで約

１００Km走れるという。（日本経済新聞１５年１月２２

日） 
（２）ＥＶジャパン 
大阪と京都の自動車整備会社８社が2011年に共同で

設立したＥＶジャパン（大阪府豊中市）は独自開発した

小型ＥＶを、長崎県佐世保市のテーマパーク“ハウステ

ンボス”に４台納入した。パーク内で使う。ＥＶジャパ

ンは今回の納入を機に、テーマパークや公園などに売り

込みを強める。今回開発したＥＶは、全長２.５m、幅１

m、高さ２mの小型トラック形式で、最高時速は約１５

km/h。家庭用電源で４～５時間充電すれば、およそ３０

km走れる。昨夏にハウステンボスから依頼を受けてＥ

Ｖジャパンが独自に製造した。パーク内では２人乗り、

一部公道は原動機付四輪車としてナンバープレートの交

付を受け、１人乗りで走行できる仕様である。西田社長

は「ガソリンスタンドが少ない過疎地での需要も見込め

る」としている。（日本経済新聞１５年１月２３日） 
（３）大洋フェリー 
 新型の旅客フェリーが2015年から相次いで就航する。

大阪と北九州を結ぶ大洋フェリー（大阪市）はＥＶを使

う旅行者が増えるとみて、充電設備を搭載した新造船を

１５年中に２隻投入する。陸上の充電設備が整っていな

いなか、フェリーで充電することで「ＥＶの移動距離を

一段と伸ばせる」とＰＲする。（日本経済新聞１５年１月

２４日） 
（４）ＢＭＷとＶＷ 
 独ＢＭＷと同フォルクスワーゲン（ＶＷ）は、米国で

ＥＶ向け急速充電スタンド１００か所を共同で整備する

ことで合意した。両社は2013年からＥＶに本格参入し

た。米国では環境規制強化でエコカーの普及が見込まれ

ており、インフラ整備で手を組んで後押しする。両社は

充電スタンド運営大手の米チャージポイントと提携。西

海岸と東海岸の幹線道路沿いにＥＶ、ＰＨＶ向けの充電

スタンドを設ける。直流の充電器を使い２０分間でバッ

テリーの８割まで充電できるという。ＢＭＷ“i3”、ＶＷ

“eゴルフ”のほか、他社のＥＶも受け入れる。米国で

はカリフォルニア州が「ＺＥＶ規制」を導入しており、

１８年からＶＷやＢＭＷも対象になる。米国の他の州も

追随する見通しで、独２社はインフラ整備で協力する。

ＢＭＷは独ダイムラーともワイヤレス充電の技術開発で

協力している。（日本経済新聞１５年１月２７日） 
（５）鴻海 
 台湾の受託生産大手、鴻海（ホンハイ）精密工業が自

動車分野への本格進出を狙い始めた。2014年は傘下企業

が自動車部品事業に相次ぎ参入。９月には中国でＥＶに

投資する方針を明らかにした。鴻海が自動車産業に参入

したのは０５年。台湾の部品メーカーを買収、現在は米

テスラ・モーターズなどに複数の部品を供給している。

部品でノウハウを蓄積し、最終的に完成車の受託産業を

狙っている。同社ＣＥＯは昨年６月の株主総会で「今後

の重点事業にＥＶを加える」と宣言し、米テスラ・モー

ターズが９月に日本に納入を始めた高級スポーツＥＶ

“モデルＳ”の販売価格は８００万円台からだが、ＣＥ

Ｏは「我々ならＥＶを１万５０００ドル（約１７７万円）
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以下で作れる」と述べた。（日本経済新聞１５年１月２７

日） 
（６）現代自動車 
 韓国の現代自動車は、２月３日までにＳＵＶ（多目的

スポーツ車）“ツーソン”をベースにしたＦＣＶの韓国で

の販売価格を８５００万ウォン（約９００万円）と、従

来の１億５０００万ウォンから大幅に値下げした。（日本

経済、日刊工業新聞１５年２月４日） 
（７）九大 
 九州大学はＦＣＶを公用車に採用する。３月をめどに

トヨタ自動車のミライ１台を導入、同大にある水素ステ

ーションを使った社会実証などにも用いる。（日刊工業新

聞１５年２月４日） 
（８）深圳市 
 中国の広東省深圳市は、2015年にＥＶなど新エネルギ

ー車の普及支援に５０億元（約９４０億円）を拠出し、

年間で１万５０００台の販売を目指す方針を打ち出した。

３日付け中国紙“毎日経済新聞”が伝えた。（日本経済新

聞１５年２月４日） 
（９）日立金属 
 日立金属は２月９日、中国で現地企業とレアアース（希

土類）磁石を製造する合弁会社設立に向け協議に入るこ

とで合意したと発表した。同磁石はＥＶやＨＶ用モータ

ーに使う。原料調達から生産、販売まで一貫して手掛け、

中国での需要増加に対応する。合弁会社は北京中科三環

高技術（北京市）と設立し、日立金属が過半を出資する

方針。磁石原料となるジスプロシウムなどは世界生産量

の大半を中国が占める。2010年の尖閣諸島沖で漁船衝突

事件が起き、中国は日本向けのレアアースの輸出を制限

して価格が高騰した。その後、日本企業はレアアースの

使用量が少なくてすむ磁石の生産技術を開発するなど競

争力の向上に取り組んでいる。（日本経済新聞１５年２月

１０日） 
（１０）北京汽車 
 中国国有自動車大手の北京汽車は２月９日、ドイツの

エンジニアリング会社ＭＢテックと合弁会社を設立した

と発表した。ＥＶなど自社ブランド車や基幹部品の研

究・開発で協力関係を深める。（日本経済新聞１５年２月

１０日） 
（１１）アウディ 
 独フォルクスワーゲン（ＶＷ）傘下のアウディは２月

１１日、カナダのＦＣ大手バラード・パワー・システム

ズから自動車関連技術の特許を買うと発表した。アウデ

ィはＦＣＶの開発にあたってＶＷグループで幅広く特許

を活用する。他社との連携から距離を置いてきたＶＷは、

バラードの技術を活用し追い上げる。アウディはバラー

ドから特許を５千万ドル（約６０億円）で取得する。（日

本経済、日経産業新聞１５年２月１３日） 
（１２）テスラ・モーターズ 
 米テスラ・モーターズは２月１３日、パナソニックと

共同で建設しているネバダ州のＥＶ用電池工場を2016
年に稼働させることを明らかにした。当初予定より１年

前倒しする。テスラは価格を半分にした新型ＥＶを１７

年にも発売する計画で、需要増を見込んで電池の供給体

制を早期に整える。テスラで電池技術を担当するディレ

クター、カート・ケルディ氏が大阪市内で「稼働時期を

早めて、量産効果を早期に引き出し、生産コストを引き

下げる」と話した。新工場では１７年発売予定の新型Ｅ

Ｖ“モデル３”に搭載する高出力 LiBを生産する。工場

の敷地内に国内外の部材メーカーの生産拠点を誘致する

計画だが、ケルディ氏は「調達先の選定には一定のメド

がついた」と明らかにした。パナソニックはテスラに出

資しており、同社のＥＶ向けに電池セルを供給している。

ネバダ州の新工場の総事業費は最大で約５千億円。その

うちパナソニックが１５００億～２０００億円を出す計

画で、１５年はまず３００億円を投資する。（日本経済新

聞１５年２月１４日） 
 米ＥＶメーカーのテスラ・モーターズは２月１３日、

大阪北区にＥＶの充電拠点を設けた。国内では東京や横

浜に次ぐ６か所目。同社のＥＶセダン“モデルＳ”向け

の急速充電器を４台設けた。一般的な充電スタンドの１

６倍の速さで充電できる。急速充電器は同社のＥＶだけ

に対応しており、２４時間無料で利用できる。約２０分

でバッテリー容量の半分まで充電できる。関西では京都

と神戸にも拠点を設置しているが、大阪の中心部に設け

ることでＥＶの利用者拡大に弾みをつけたいという。充

電拠点は今後、全国３０か所に広げる計画だ。テスラの

“モデルＳ”は１回の満充電で走れる距離が５００km
を超える。関西では2013年６月に発売し、価格は８７

１万円からと高額だが、１７年にも同モデルの半額程度

の新型ＥＶを発売する計画である。テスラの日本法人の

樺山社長は「関西でも当社のＥＶに多く乗っていただけ

る環境を整備したい」と話した。（日本経済新聞１５年２

月１４日） 
（１３）中興通訊 
 中興通訊（ＺＴＥ，中国の通信機器大手）は、ＥＶに

ワイヤレスで充電する技術の開発に今後２年間で３５億

元（約６７０億円）を投資する。孫副総裁が２月１２日、

香港で投資計画を明らかにした。（日本経済新聞１５年２

月１４日） 
（１４）アップル 
 米アップルが自社ブランドのＥＶを開発し始めたと米

紙ウォール・ストリート・ジャーナル（WSJ）が報じた。

極秘プロジェクトとして数百人規模のグループを作り、
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ミニバンを開発するという。同社はＥＶメーカー、テス

ラ・モーターズに加え、他の自動車大手から技術者の引

き抜きを始めている。ＷＳＪによれば、開発チームは将

来的に１０００人規模まで拡大する計画だという。英紙

フィナンシャル・タイムズもアップルが自動車の工業デ

ザイナーを大量に雇用していると報じている。創業者の

スティーブ・ジョブズ氏が存命だった2000年代半ば頃

から、アップルは自動車分野への本格参入をうかがって

きた。１３年にはテスラとの協業を探っていたとされる。

（日本経済新聞１５年２月１４日） 
 
７．ＦＣＶの部材開発 
（１）東洋ドライルーブ 
 東洋ドライルーブは、撥水性能を極限まで高めた機能

性被膜を開発した。部品の表面に施工することで、液滴

の滞留を防ぐことが可能になる。将来的に普及拡大が予

想されるＦＣＶやＥＶの漏電トラブルの防止などに向け

た有効な表面処理技術として、自動車メーカーや部品メ

ーカーに訴求していく。（日刊自動車新聞１５年１月２０

日） 
（２）神鋼 
神戸製鋼所は１月２０日、トヨタ自動車のＦＣＶ“ミ

ライ”の基幹部品向けに自社製のチタン材が採用された

と発表した。ＦＣＶの心臓部であるＦＣスタックに内蔵

する板状のセパレーター部品向けに、表面にカーボンを

コーティングした特殊チタン圧延材を供給する。（日本経

済、日刊工業、鉄鋼新聞、フジサンケイビジネスアイ、

その他１５年１月２１日） 
 
８．水素ステーション技術開発と事業展開 
（１）豊田通商 
 豊田通商は１月１９日、愛知県内の２か所で建設を進

めていた定置式水素ステーションの竣工式を開催した。

同社がエネルギー分野の重要分野に掲げる水素関連事業

が、ステーション開設によって第一歩を踏み出し、本格

的に始動する。（電気、日経産業、日刊工業、日刊自動車、

鉄鋼新聞、その他１５年１月２０日） 
（２）新日鉄住金 
新日鉄住金は１月２０日、水素ステーション向けに、

高圧水素を供給する特殊なステンレス管を開発したと発

表した。合金成分を調整するなどで強度を従来品の約２

倍に高めた。管を薄くでき加工性も高まるため、機器の

コストも下げられる。今後設置が進む商業用水素ステー

ションの過半で採用を狙う。（産経、日本経済新聞、フジ

サンケイビジネスアイ、その他１５年１月２１日） 
（３）ウエルコン 
 金属の特殊溶接を手掛けるWELCON（ウエルコン；

新潟市）はＦＣＶ向けの水素ステ―ションで使用する小

型の熱交換器を開発した。ＦＣＶに供給する水素を冷却

するために使う。薄い金属を接合して微細な流路を作る

方法で、従来型の熱交換器に比べ最大で１/１００程度に

小型化できる。全国で設置が進む水素ステーション向け

に売り込む考えだ。開発した熱交換器は、水素を水素ス

テーションのタンクに貯めたりＦＣＶに注入したりする

工程に設置する。熱交換器には「マイクロチャネル」と

呼ばれる５０μm～１mmの大きさの微細な流路が無数

に通っている。水素とＣＯ２などの冷媒が流れる通路が

別々に設置してあり、交差する中央部分で水素の熱が冷

媒に移り、冷却される仕組みだ。（日経産業新聞１５年１

月２３日） 
（４）西部ガス 
 西部ガスは１月２９日、ＦＣＶ用の水素ステーション

を福岡市東区に建設すると発表した。都市ガスを原料に

水素を製造する設備を備える「オンサイト方式」で商用

では九州初。ＦＣＶへの水素充填のほか、水素製造設備

を持たない他のステーション向けに水素を払い出す機能

も備える。2015年度の早い時期に入札で建設業者を決め、

１６年３月に運転を開始する予定。（電気、日刊工業、西

日本新聞、その他１５年１月３０日） 
（５）高石工業 
 水道や家庭用ガス向けパッキンの老舗である高石工業

（大阪府）は、水素スタンドで使うゴムパッキンを開発

した。水素スタンドの充填機とホースのつなぎ目などに

使うことで水素の漏れを防ぐ。一般的なパッキンは「水

素ガスにさらされていると劣化して隙間ができる可能性

がある」（高石社長）。高石工業の製品はゴムの配合や成

型についての独自技術を活用しており、「水素スタンドで

使っても劣化しにくいと」という。（日本経済新聞１５年

２月２日） 
（６）ヤマト産業 
 工業用高圧ガス向けバルブなどを製造するヤマト産業

（大阪市）は充填機の小型化につながる専用バルブを開

発した。工業用ガスでの経験を生かし、充填機の配管を

つなぐ部分を一般的な差し込み式から締め具を使う方式

に変えた。水素が流れる経路が短くなり、充填機を小さ

くできるとしている。差し込み式はメンテナンス時など

に、多くの部品を外したり締め直したりする必要がある。

一方、締め具方式は必要な部分だけを取り外せばいいた

め、費用や手間を抑えられるという。同社は水素関連製

品を事業の柱の一つに育てたい考え。子会社が独自開発

した小型水素スタンドの販売を始めたほか、本社には水

素スタンドを設ける。（日本経済新聞１５年２月２日） 
（７）ＪＸ日石 
 ＪＸ日鉱日石エネルギーは２月５日、東京都八王子市
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に水素ステーションを開いた。昨年末に開業した神奈川

県海老名市に次２店目で、水素の販売価格は１０００円

/kg。2014年度中に１都４県で計１１か所のステーショ

ン設置を決めている。（日本経済、日刊自動車新聞１５年

２月６日、電気新聞２月９日） 
（８）関空 
 新関西国際空港(株)は２月１０日、ＦＣ搭載フォーク

リフトと専用水素スタンドを報道陣に公開した。岩谷産

業や豊田自動織機などと共同で進める“水素グリッドプ

ロジェクト”の一環で、関西国際空港で２３日から実証

運用を始める。新関空会社の安藤社長は「名実ともに世

界最高レベルの環境先進空港になる」と述べた。2016
年度の本格導入を目指す。先ず１台を導入し、２０年ま

でに関空で運用するフォークリフトの半数に当たる２０

０台をＦＣ製に置き換える。３００トン/年のＣＯ２削減

につながる。電動式は満充電に６～８時間を要するが、

ＦＣフォークリフトなら約３分で水素の充填ができ、作

業効率が高まる。燃料の水素を供給する岩谷産業の牧野

会長は「水素社会の扉を開ける大きな一歩だ」と話した。

又同社は１５年末を目途に一般向け商用スタンドも関空

内に設置すると発表した。空港での設置は国内初。（朝日、

毎日、日本経済、産経、日刊工業新聞、フジサンケイビ

ジネスアイ、その他１５年２月１１日、日経産業新聞２

月１２日） 
（９）トヨタ・日産・ホンダ 
 トヨタ自動車、日産自動車、ホンダは２月１２日、Ｆ

ＣＶに水素を補給する水素スタンドの整備を共同で支援

すると発表した。運営費用の一部を３社で負担するのが

柱で、支援額や負担割合など具体的な枠組みは今年半ば

までに決める。自動車メーカーが自らスタンド運営支援

に乗り出し、早期の設置拡大でＦＣＶの普及につなげる

狙いである。トヨタは昨年１２月にＦＣＶ市販車“ミラ

イ”を発売、ホンダも2015年度中に、日産は独ダイム

ラーなどとの共同開発車を１７年にも投入する方針であ

る。ＦＣＶ普及に不可欠な水素スタンドは、政府が１５

年度までに全国約１００か所の設置を目指している。水

素スタンドの設置には５億円程度の費用がかかる。国な

どは補助金を出しているが、ＦＣＶの普及が始まったば

かりの現状はスタンド運営の負担が大きい。当初の予定

より設置が遅れるケースもある。トヨタはミライの年間

生産台数を１７年には３千台に引き上げる計画だ。しか

し水素スタンドの収益確保には「１基につき２千台の利

用が必要」（デロイトトーマツコンサルティング）とされ

る。（読売、朝日、毎日、日本経済、産経、日刊工業、日

刊自動車、電気新聞、その他１５年２月１３日） 
（１０）豊田通商・岩谷産業・大陽日産 
 豊田通商、岩谷産業、大陽日産の３社は２月１３日、

日本初の商業用移動式水素ステーションの運営を始める

と発表した。共同出資で設立した新会社を通じて水素ス

テーションの設置・運営と、水素の補給などを手掛ける。

先ず３月末に東京都千代田区で事業を始める。今年半ば

までに愛知県で２か所、首都圏でさらに１か所設けて、

計４か所に拡大する。２月６日付けで、３社が１０００

万円ずつ出資した“合同会社日本移動式水素ステーショ

ンサービス”を設立した。豊通が事業運営を管理、岩谷

産業と大陽日酸は移動式ステーションの製造と水素供給

などを担う。ステーションの建設費用の資金調達では三

井住友ファイナンスのリースを活用する。移動式水素ス

テ―ションは、トレーラーに水素タンクを搭載し、ＦＣ

Ｖなどに補給する方式。定置式に比べ敷地面積が約１/
３で済むほか、工期も短縮できる。３社はＦＣＶの普及

に不可欠なインフラ整備を急ぐ。（日本経済、日刊自動車

新聞、その他１５年２月１４日）  
 
９．水素計測・検知装置の開発と事業展開 
 セキュリティー機器関連メーカーの村上技研産業（大

阪府）は優れた安全性を有する光学式水素ガス検知装置

の新製品“H-10S”を開発した。現在、水素ステーショ

ンや水素製造プラントでのガス漏れでは、着火源のリス

クがある燃焼方式などが開発されている。これに対し、

同社は着色現象（ガスクロミック）を利用した安全性の

高い光学式の検知装置を世界で初めて実用化。本格的な

市場展開を開始し、新製品で年間１００台の販売を目指

す。（化学工業日報１５年１月２７日） 
 
─ This edition is made up as of February 16, 2015 ― 

 
 

 
 
 


